
OTCAからJICA

　筆者は去る９月26日、JICA交
友クラブで、JICA OBを対象に
「J ICA物語―栄光と挫折」
（JICA設立をめぐる霞が関バト
ルの真相と1986年のJICA贈収賄
事件とマルコス疑惑）を語った。
今回は、それら歴史を話題にして
みたい。
　話はJICAの前身であるOTCA
（海外技術協力事業団）から始ま
る。OTCAの設立は1962年（昭
和37年）。その５年後の1967年
（昭和42年）に本誌が創刊され
る。筆者は創刊から参加している。
筆者とOTCAとの出会いはその
頃からで、有楽町から四谷に出て、
自衛隊本部を通り過ぎたところに
アジア経済研究所があり、その隣
にOTCA本部があった。その時
は労働争議中で、ロックアウトさ
れており、隣のアジア経済研究所
を通り抜けてOTCAを訪ねたも
のである。とにかく、当時の
OTCAは荒れ模様であった。
　その頃、筆者も大忙しで、

1974年のJICA創設から３年後の
1977年（昭和52年）の夏、ジャ
ーナル創刊を最初から支援してく
れた大来佐武郎先生が海外経済協
力基金総裁を辞任して、新自由ク
ラブから参議院全国区に立候補す
ることになり、筆者はその選挙事
務所長を務めることになった。し
かし、結果は落選。
　ところが、大来先生は２年後の
1979年（昭和54年）には、不死
鳥のように大平内閣の外務大臣に
就任。筆者も雑用係で忙しい毎日
を送りながら、国際開発ジャーナ
ルの編集・経営にあたらなければ
ならなかった。
　OTCAの方は設立から12年後
の1974年８月には特殊法人JICA
（国際協力事業団）へと生まれ変
わる。その時も忙殺される毎日で
あった。この時の仕掛け人は、農
林省と通産省（当時）。外務省は
両省から王手をかけられた状態で
あった。1972年当時、飼料作物
がソ連の凶作で、米国からの大量
買付けで一気に高騰し、米国に依
存する日本は大ピンチに立たされ

る。当時の農林省はブラジル中部
のゼラードという所での飼育作物
の開発輸入を検討し始める。民間
では三井物産がインドネシア・ラ
ンポン州での大規模なメイズ（と
うもろこし）開発輸入事業を開始。
そこで、農林省は「海外農業開発
協力事業団」を、経産省は「海外
貿易開発公団」を構想する。海外
協力という点で、外務省は両省か
ら王手をかけられ、外務省所管の
JICAに海外移住事業団を合体さ
せて、そこに農林・通産両省の提
案を入れ込むことで決着させた。
この時は、農林議員の政治力が有
効に働いた。

芝居がかった御誓文

　時の総理大臣は田中角栄。飛ぶ
鳥を落とす勢いであった。JICA
設立に関する約束事を、当時は誇
張して「５カ条の御誓文」と言っ
たが、それは田中角栄総理大臣の
了承を得るための一つの仕掛けで
はなかったかと思う。当時、田中
総理大臣は外務省経済協力局長の
「海外での開発輸入が可能になり

ます」という説明に対して、「そ
れは良い。オーストラリアで牛を
飼って、カナダで麦をつくれば良
い」と言ったという。首相には途
上国援助と言う考え方があったか
どうか定かではなかったと言い伝
えられている。
　その時、有名になったのが、
JICA設立に関する「５カ条の御
誓文」であった。言葉は恭しい。
しかし、中味はOTCAと海外移
住事業団を合体させて国際協力事
業団を設立することや、事業団の
担当大臣を外務大臣にするといっ
た基本的な約束事が述べられてお
り、外務、農林、通産といった三
省合意が守られるために、このよ
うに芝居がかった御誓文が必要だ
ったのかもしれない。
　ただ、初めのうちは、農林省に
よる「海外経済協力公団」構想が、
党三役、関係５省庁大臣会合で議
論されている。当時の政府の顔ぶ
れはパワフルで、田中総理大臣、
福田大蔵大臣、大平外務大臣であ
った。なかでも福田氏は「国際協
力」というネーミングが大好きで、
湊徹郎議員（JICA創設の立て役
者）が「国際協力事業団」と言う
と、間髪を入れずに福田氏は「そ
れだ！」と言った、というエピソ
ードが伝わっている。湊議員は、
国会議員の中で、国際協力の重要
性を一番初めに考えた政治家とし
て知られている。そのことは、国
会図書館で国際協力政策を一緒に
勉強したからである。
　次の話題は、1986年のJICA贈
収賄事件である。1974年のJICA
設立から12年後の1986年に、

JICA贈収賄事件
が起る。まさに、
青天の霹靂。とこ
ろが、その前には、
もっと大きな「マ
ルコス疑惑」、そ
して「マルコス国
会」が世間を騒が
せた。中曽根内閣
時代である。経済
協力で、フィリピ
ンのマルコス大統領やイメルダ夫
人との間での黒い霧が国会で問題
となり、世間を騒がせていた。そ
れが不完全燃焼のうちに疑惑の矛
先が国際協力の現場に向けられ、
いかにもマルコス疑惑が一件落着
したかのように、贈収賄事件とし
てJICA職員と開発コンサルタン
トが逮捕される。

マルコス事件のシッポ切りか

　その発端は警視庁捜査二課への
“たれこみ”（密告）であった、
と伝えられている。マルコス疑惑
が不完全燃焼している時だけに、
当局は大いに勇んだ。たれこみの
内容から、国際協力に明るい人物
からのものではないかと言われた。
しかし、結果は一人のJICA職員
と一人のコンサルタントを罰す
るだけで終わった。形式的には
「倉成外務大臣の有田JICA総裁
への国際協力事業団法38条によ
る命令」が発令され、同じ年の
臨時行政改革推進審議会の最終
答申では、「政府の行政改革」に
のっとって、JICA改革を推進す
べしとしている。
　これで一件落着したわけだが、

考えてみれば、最初の「マルコス
疑惑国会」での不完全燃焼がまわ
りまわって霞が関（役所）ではな
く、国際協力の現場に落とし込ま
れて、二人の現場人間の犠牲で、
一件落着したとも言える。それは
“弱い者いじめ”と言っても過言
ではない。これでは、現場におけ
る国家への奉仕の精神が失われて
しまうと言われた。いわば、マル
コス事件のシッポ切り事件という
貧弱な解決で一件落着した、と人
びとに言われても抗弁できないだ
ろう。
　筆者は、この一件落着以来の
ODAの現場を見ていると、以前
のような野心的な援助案件の発
掘・形成が下火になり、極めて事
務的で安易な援助事業へ進んでい
るように感じている。
　つまり、一連の流れはODA
（政府開発援助）のダイナミズム
を奪い取り、日本外交のダイナミ
ズムを減退させ、極めて平易で事
務的なODA事業への道を歩んで
きたような印象を与えている。そ
れは、また日本外交のダイナミズ
ムの喪失へ連動したのではなかろ
うか。
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JICA物語ー栄光と挫折
贈収賄事件とマルコス疑惑 インドネシアのジャワ島中部地震取材で、ジョグジャカルタのガジャマダ大学を取材（2006年10月）
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1．国際政治のカギ握る“南の国々”
　　●日本は先進国と途上国のつなぎ目になる時

     　【コラム】    G７でグローバルサウスへの配慮見せた日本　三菱総合研究所 海外事業本部　田中 嵩大氏

2．新たな国際・安保協力枠組みの創設
　　●戦略的な対外支援を実施　外務省 総合外交政策局 安全保障協力室

     ●安全保障環境構築への新たな支援の形　笹川平和財団 安全保障グループ 上席研究員　西田 一平太氏

     ●「非軍事原則」の国際協力からの転換

3.国内での国際協力～日本人は外国人に心を開けるか
　　●共に生きる豊かな社会へ
　　  国際協力機構（JICA） 理事長特別補佐／
　　  （一社）「責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム」（JP-MIRAI） 理事・事務局長代行　宍戸 健一氏

     ●何より「来てくれてありがとう」の気持ちを
　　  （社福）やすらぎ福祉会 理事長／（特活）越日医療・介護ネットワーク 理事長　平井 尚隆氏

     ●国境で課題は分けない　（特活）シャプラニール=市民による海外協力の会

     　【関連記事】    労働力ではなく職場・地域の仲間が来る　
　　  弁護士／（一社）責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム（JP-MIRAI）アドバイザリー会合 メンバー　指宿 昭一氏

　今年最後の特集では、グローバルサウスの台頭や政府安全保障能力強化支援（OSA）の運用、外国
人材登用の推進など、今年起きた国際協力・開発に係る重要な出来事や指摘すべき課題に焦点を当て
る。各課題の背景を分析することで、2024年の展望を考えていきたい。

特集

論じておきたい2023
グローバルサウス／安全保障協力とODA／外国人との共生

2023年の出来事を振り返る

ブラジルでジャイル・ボルソナロ前大統領の支持者が議会などを襲撃

パキスタン・北西部ペシャーワルのモスクで自爆テロ

トルコ・シリアでＭ7.8の地震が発生

ミュンヘン安全保障会議でウクライナ侵攻後の世界秩序を議論

ジョー・バイデン米大統領がウクライナを電撃訪問

国連総会でウクライナの平和実現にむけた決議を採択

中国の習近平国家主席が３期目に突入

ユン・ソンニョル韓国大統領が初来日

岸田文雄首相がウクライナを電撃訪問

習国家主席がロシアを訪問

フィンランドが北大西洋条約機構（NATO）に正式加盟

スーダンの首都ハルツームにて、国軍と準軍事組織「即応支援部隊（RSF）」が衝突

Ｇ７外相会合にて「力による一方的な現状変更に強く反対する」とうたった共同
声明を採択

タイ下院総選挙にて反軍革新系野党が第１党に

日本、G7広島サミットを開催

トルコ大統領選挙で現職レジェップ・エルドアン氏が当選

ウクライナ南東部のザポリージャ原発の取水ダムが爆破され決壊

フランスにて警官の移民系少年射殺事件に対する抗議が激化

NATO首脳会議にて、インド太平洋諸国との連携強化を強調。「NATO・ウクラ
イナ理事会」も初開催

ロシアがウクライナ産穀物の輸出に関する合意の履行停止を決定

Ｇ20エネルギー移行相会合にて、共同声明の採択を見送り

ニジェールでクーデターが発生し「祖国防衛国民評議会（CNSP）」が権力を掌
握する

カンボジアのフン・セン首相が辞任表明

ハワイ・マウイ島で山火事が発生

日米韓、首脳・閣僚級協議の定期開催を決定

カンボジアの新首相にフン・マネット氏が就任

タイの新首相にセター・タビシン氏が就任

モロッコ・マラケシュにてM6.8の地震が発生

Ｇ20ニューデリーサミットで首脳宣言を採択

リビア東部で洪水が発生

国連総会の演説にて岸田首相が「人間の尊厳」を重視するスピーチを行う

ノーベル委員会が2023年の平和賞をイランの人権活動家ナルゲス・モハンマ
ディさんに授与すると発表

パレスチナ自治区ガザ地区を実効支配するイスラム教系組織ハマスが、イスラエ
ルに対し大規模攻撃を行う。イスラエル軍は報復としてガザ地区の空爆を開始

欧州連合（EU）発足から30年

アラブ首長国連邦（UAE）で、国連気候変動枠組み条約第28回締約国会議
（COP28）が開催

米国にてアジア太平洋経済協力会議（APEC）首脳会議が開催

東京で日・東南アジア諸国連合（ASEAN）交流50周年特別首脳会議が開催

 2023年も世界中で政治、経済、環境、テクノロジーなど、さまざまな分野で変化が起きた。国際協力分野に関連する出来事
の一部を取り上げた以下の年表と共に振り返りたい。

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

2022年に行われた大統領選でジャイル・ボルソナ
ロ氏が僅差でルーラ・ダシルバ大統領に敗北したこ
とを受け、抗議デモを続けていたボルソナロ氏の支
持者の一部が暴徒化し、議会や大統領府を襲撃し
た。襲撃にはおよそ4,000人が参加したとみられ、ブ
ラジル軍と警察が支持者の拠点を撤去し、約
1,500人を拘束した。

関連記事 【国際開発ジャーナル３月号・世界を読む】
議会襲撃事件に見るブラジルの実像

トルコ南東部のシリアとの国境付近でマグニチュード7.8の地震とマグニ
チュード７クラスの余震が発生した。数十万の建物が倒壊し、トルコ、シリア
両国合わせて約６万人が犠牲となった。

関連記事
【国際開発ジャーナル７月号・IDJ Report】　トルコで奮闘した国際緊急援助隊
【国際開発ジャーナル９月号・特集】　関東大震災から100年

フン・セン前首相の長男であるフン・マネット氏が新
首相に就任した。フン・マネット氏は1995年に陸軍
に入隊後、米国の士官学校や米英の大学院で学
び、陸軍司令官を務めた経歴を持つ。これまでに政
治経験はない。フン・セン前首相は1985年に首相
に就任してから約38年間、カンボジアを統治してき
た。

関連記事 【国際開発ジャーナル10月号・羅針盤】
ASEANの危機を招くか 
カンボジアのフン・セン一族

タイ国会で上下両院議員による首相指名選挙が行われ、５月の下院総選
挙で第２党となったタクシン元首相派のタイ貢献党のセター・タビシン氏が
新首相に選出された。また、2006年の軍事クーデターで失脚しドバイを中
心に亡命生活を送っていたタクシン・チナワット氏がタイに帰国し収監され
た。

2022年にトルコと国連が仲介して成立した、黒海を経由するウクラ
イナ産穀物の輸出に関する合意から離脱すると発表した。この合意
は、ロシアの侵略で停滞したウクライナ産穀物の輸出を再開させるこ
とでアフリカなどの低所得国を支援し、また高騰した世界的な食料価
格の安定を取り戻す目的があった。

関連記事
【国際開発ジャーナル9月号・羅針盤】　
ロシア・ウクライナ戦争 懸念される世界の食糧問題

スーダンでは2021年10月に軍事クーデターが発生し、その後軍
主導で樹立した暫定政権では、アブドゥル・ブルハーン国軍司令
官が議長、RSFを率いるモハメド・ダガロ司令官が副議長を務め
ていた。文民暫定政権樹立のプロセスでは、国軍へのRSF統合
を巡って両者は対立を深めていた。４月のクーデターでは国際協
力機構（JICA）や認定NPO法人ロシナンテスの職員など、現地
で国際協力活動に従事していた邦人が退避した。

主な出来事
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ナでの戦争を強く非難」と首脳宣
言に明記したのと大きな違いだっ
た。インドは今年８月に自国で開
いたG20貿易・投資大臣会合で参
加国がウクライナ戦争をめぐって
対立し、閣僚声明が見送られたの
を教訓に、首脳会議の合意形成に
努めた。
　その結果、首脳宣言では前述の
AUの参加のほか、途上国の債務
脆弱性の解決、世界銀行など国際
開発機関の改革、持続可能な開発
目標（SDGs）の達成課題などグ
ローバルサウスにとって重要な項
目を盛り込んだ。

非同盟運動の絆も

　インドは今年１月、「グローバ
ルサウスの声サミット」を主催し、
125カ国の参加を得た。ナレンド
ラ・モディ首相はG20議長をイン
ドネシアから引き継いだ2022年
末、インドのヒンドゥー紙に寄せ
た論考の中でこう述べた。「G20
の優先課題はG20のパートナーの
みならず、声が無視されがちだっ
たグローバルサウスの仲間との協
議で決めていく」。
　インドにとって、グローバルサ
ウスはジャワハルラル・ネール初
代首相らが冷戦時代に展開した非
同盟運動（NAM）の国々と重な
る。しかし、現在の政府与党・イ
ンド人民党は大国主義が強く、モ
ディ首相も日米など先進国との関
係強化を重視してきた。
　近年では2017年にアフリカ開
発銀行の総会をインドで開いたり、
太平洋島嶼国を訪問したりして、

途上国との協力に積極姿勢を見せ
ている。ただ、モディ首相自身が
グローバルサウスに言及して連帯
を語り出したところに、違和感が
なくもない。
　インド人民党の政治家に以前、
聞いたところ、「非同盟運動は冷
蔵庫のLL牛乳みたいなものだ。
日が経っても必要な時に取り出し
て使えばいい」と話した。一方で、
著名な保守系ジャーナリスト、ラ
ジャ・モハン氏はグローバルサウ
スとの連携について「非同盟運動
の反西洋的なイデオロギーのレト
リックに戻るわけではない。途上
国に対する新たな関与が、インド
により大きな国際的な役割の探求
を促し、米欧など大国との戦略的
パートナーシップの拡大を補完す
ることが望ましい」と言う。
　野党などの間では、G20も含め
て来年の総選挙をにらんだインド
政府のアピールだとの批判もある。
とはいえ、世界最多の人口大国で
議会制民主主義を貫き、世界最大
のワクチン生産国でもあるインド。
打ち上げた無人宇宙船が今年８月
に月面着陸するなど技術立国を遂
げながら発展している。新興ドナ
ーにもなりつつあり、グローバル
サウスの中で一段と存在感を高め
たのは確かだ。

気候変動対策で不満高まる

　三菱総合研究所の田中嵩大氏＝
21ページのコラム参照＝による
と、グローバルサウス（国連にお
ける途上国の協力グループG７で
予測）は名目GDPの総額が2050

年にかけて米国や中国を上回る規
模にまで急拡大が見込まれる。
　だが、グローバルサウスと言う
言葉はメディアでの登場は増えた
ものの、意外なことに、G７や
G20における正式な文書ではあま
り積極的に使われていない。定義
が明確でなく、国によって立場も
主張も多様なためだろう。
　国連関係機関でも、グローバル
サウスの言葉はあまり使われず、
途上国の地域名などに置き換えら
れているようだ。だが、国連機関
の幹部に聞くと、グローバルサウ
スの存在感は大きく、政策課題と
して強い意識を抱いていた。　　
　４月に宮崎県で開かれたG７農
業相会合に参加した国際農業開発
基金（IFAD）のアルバロ・ラリ
オ総裁は、グローバルサウスの動
きについて聞くと、こう答えた。
「私たちの組織は、世界のあらゆ
る地域の低所得国、開発途上国の
農業開発に努めてきた。しかし、
今、彼らの不満が高まっている。
特に1,000億ドルの気候ファイナ
ンスについて、彼らは以前にも増
して不信感の声を上げている。グ
ローバルノース（先進国）の全て
の主張に対する不信感を生み出し
てしまった。私はアフリカだけで
なく、中南米でも国家元首や指導
者と会うことが多いので、G７の
主な国にもこのことを伝えた」。
　この場合の気候ファイナンスと
は、2020年までに先進国が公約
していた地球温暖化対策の資金協
力を指す。年に総額1,000億ドル
を目標に約束したが、2020年に

　
“南の声”映し出すG20

　G20の歴史を振り返る時、
2022年11月のインドネシア、
2023年９月のインドにおける
G20首脳会議は長らく語り継がれ
ていくに違いない。「グローバル
サウス」と呼ばれる“南の国々”、

つまり開発途上国の中でも最有力
の国が、難しい国際合意の形成で
リーダーシップを発揮する試金石
になったからだ。
　この試みは2024年のG20議長
国ブラジル、2025年の議長国・
南アフリカにどのように引き継が
れていくのだろうか。一つ言えそ

うなのは、G20が今後、グローバ
ルサウスの声をさらに強く反映す
る協議体になっていくことだ。今
回のインドでの首脳会議では、ア
フリカ55カ国が加盟するアフリ
カ連合（AU）が今後、G20の常
任メンバーになる合意もなされた。
2025年に開かれる南アG20サミ
ットは、アフリカ色満載になるこ
とだろう。
　G20より歴史が長いG７は、
“先進国村”の“同志国連合”だ
が、世界経済における比率はかな
り低下してきた。これに対し、リ
ーマン・ショックを機に2008年
から首脳会議が始まったG20は、
経済が伸び盛りの国々が多い。し
かも、アフリカやイスラム圏など
多様なメンバー構成は、多極化す
る世界の問題について一段と有力
な協議体になる可能性がある。
　ただ、インドG20首脳会議では、
「G20は地政学的および安全保障
問題を解決するためのプラットフ
ォームではない」（スブラマニヤ
ム・ジャイシャンカル外相）と、
インド側がG20を位置付けた。イ
ンドはロシアの盟友であり、ウク
ライナ戦争にも中立的な立場を標
榜してきた。G20首脳会議でも、
その初日に首脳宣言をまとめるこ
とを最優先し、ロシアのウクライ
ナ侵略に対する非難を盛り込むこ
とを回避した。
　前年のインドネシア首脳会議で
は「メンバー国の大半がウクライ

温暖化対策の資金支援もさらなる協力の土台に
日本は先進国と途上国のつなぎ目になる時
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◆グラフ１：名目国内総生産（GDP）のシェア

グローバルサウスは中国を除くG77加盟国。データが入手可能な国で集計
出典：実績は世界銀行、IMF、予測は三菱総合研究所
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◆グラフ2：人口の推移と予測

出典：国連統計をもとに三菱総合研究所が作成
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